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テーマ：30 年ぶり賃上げでも増えなかったロスジェネ賃金 

～今年の賃上げ効果は中小企業よりロスジェネへの波及が重要～ 

第一生命経済研究所 経済調査部 

首席エコノミスト 永濱 利廣（℡：03-5221-4531） 

（要旨） 

● 連合が公表した今年の春闘の 1次集計結果によれば、平均で 5.28％となり、33年ぶりの賃上げ

となった。中小企業や非正規への波及も見られており、24年度の賃金上昇が期待される。 

● 事実、厚生労働省の賃金構造基本調査によれば、2023年の一般労働者の所定内給与は 30年ぶり

の賃上げもあって前年比＋2.1％と 19年ぶりの水準まで上昇している。 

● しかし、年齢階級・学歴別にみると、けん引役は 20代の若年層と 60代以降のシニアであり、む

しろ 30代後半～50代前半のいわゆるロスジェネ世代では 30年ぶりの賃上げにもかかわらずほ

とんど所定内給与が増えていない。 

● 背景には、就職氷河期に社会に出たことで就業機会に恵まれなかった層のボリュームが大きいこ

とや、元々転職に保守的なこと等により労働市場の流動性が低いことがあることが考えられる。 

● 家計の恒常所得の要素が強い一般労働者の賃金と名目家計消費の関係が深いことからすれば、こ

こ元の家計消費の低迷の一因は、第二次ベビーブーマー世代も含むボリュームゾーンであるロス

ジェネ世代の所得が低迷していることが一因であることが推察される。 

● 日本で平均賃金の上昇を阻んできたのは、労働市場の流動化が乏しかったことで、経営者の人材

流出に対する危機感が薄かったことも一因と推察される。背景には、同じ会社で長く働くほど賃

金や退職金等の面で恩恵を受けやすくなる日本的雇用慣行も加担してきたことがある。 

● 日本の個人消費を本格的に回復させるために必要なロスジェネ世代の恒常所得を引き上げるため

には、対内直接投資の更なる推進等に伴う外圧強化や、減税や補助金などによる転職支援の充実

等が必要となってこよう。 

 

●19年ぶりの伸びとなった 2023年の一般労働者の所定内給与 

連合が公表した今年の春闘の 1次集計結果によれば、平均で 5.28％となり、33年ぶりの賃上げとな

った。そして内訳を見ても、大企業で 5.30％、中小企業で 4.42％、非正規で 6.75％と中小企業や非正

規への波及も見られており、来年度の賃金上昇が期待されている。 

事実、先々月公表された厚生労働省の賃金構造基本統計調査によれば、2023年の一般労働者の所定

内給与は前年比＋2.1％となり、既に公表されていた毎月勤労統計ベースの同＋1.6を上回った。 

なお、賃金構造基本統計調査は約５万事業所を対象に労働者個人のレベルで賃金を調査するのに対

し、毎月勤労統計の対象は約 3.3万で事業所全体の人件費を従業員数で除して賃金を求める。このた

め、賃金構造基本統計調査の正確性が高いと考えられる。 

そして、この結果は 23年の春闘賃上げ率が 30年ぶりの伸びになったことと整合的となっている。
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つまり、賃金統計の正確性を踏まえると、2023年の賃金は少なくとも春闘賃上げ率の影響をより受け

やすい所定内給与ベースでは 29年前となる 1994年以来の水準まで伸びが加速していたことになる。 

 

 

 

●足を引っ張るロスジェネ世代 

これを年齢階級・学歴別にみると、20代と 60代以降の賃金上昇がけん引役となっていることがわか

る。20代については少子化の影響で人口が少ないことに加え、労働市場の流動性が高いため、賃金が

上がりやすくなっていることが推察される。また 60代以降については、定年延長等による平均賃金上

昇が響いていることが示唆される。 

 

 

 

 しかし、今年 33年ぶりの賃上げが実現したとはいえ、皆の給料が上がるとは限らない可能性があ
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ることには注意が必要だろう。というのも、昨年は 30年ぶりの賃上げが実現したにもかかわらず、大

卒 30代後半～50代前半の賃金が上がっていないことがわかる。第二次ベビーブーマー世代も含むこの

世代の労働者数のボリュームを勘案すれば、まさに大卒ロスジェネ世代が最大の賃金押し下げ要因と

なっているということだろう。背景には、元々相対的に賃金水準が高い年代にあることや、年齢的に

転職しにくく労働市場の流動性が低いこと等から、30年ぶりの賃上げが実現する中でも相対的に賃金

が上がりにくくなっている可能性がある。 

一方、学歴別にみると、高卒では年齢計で前年比＋2.9％の一方で、大卒は同＋1.9％の増加にとど

まっていることがわかる。こうしたことから、学歴による賃金格差が縮小する傾向にあることが読み

取れるが、逆に相対的な人手不足感が低いホワイトカラーの賃金が上がりにくくなっていることを示

唆している可能性があるといえよう。 

 なお、毎月勤労統計ベースで雇用形態別にみると、近年はパートタイム労働者の伸びが正社員を上

回っていることがわかる。これは、雇用形態による賃金格差が縮小傾向にあることを意味し、相対的

に労働市場の流動性が高くて人手不足感の強いパートタイム労働者の賃金が上がりやすくなっている

可能性が高い。 

 

 

 

●家計消費との関係が深い所定内給与 

一方、賃金と消費の関係を見るべく、1994年～2023年の名目家計消費と各種一般労働者の所定内給

与との関係について、自由度調整済み決定係数の大きさで見ると、賃金構造基本統計調査が 0.2681、

毎月勤労統計 5 人以上で 0.2932と明確な正の相関関係がある。この背景には、個人消費の動向は恒

常所得の色彩が高い一般労働者の所定内給与の動向に大きく左右されることがあることが一因と考え

られる。 

 こうしたことから、賃金上昇の足を引っ張っているのは 30代後半～50代前半の大卒一般労働者であ

ると考えられ、この世帯は第二次ベビーブーマー世代を含む子育て世代で消費支出額も大きいため、
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個人消費低迷の一因になっていると考えられる。そして、この世代はバブル崩壊後の就職氷河期世代

で就業機会に恵まれにくかったことに加えて、就職に苦労したことから賃金上昇よりも雇用の安定を

重視する傾向が強くなることで労働市場の流動性が低くなっていることが推察され、賃金が上がりに

くくなっている可能性がある。 

 

  

 

一方で、高卒・パートタイム労働者の賃金がそれぞれキャッチアップ過程にあることからすれば、

生産性に見合った賃金への調整過程にあるともいえよう。他方、シニアの賃金は雇用延長などから平

均賃金の押し上げ要因となっているが、これはむしろシニアになる前の賃金の抑制要因となっている

可能性があり、総賃金でみれば増加要因と前向きにとらえることができるかは微妙である。 

こうして見ると、結局、日本で平均賃金の上昇を阻んできたのは、労働市場の流動性が乏しいこと

で経営者の人材流出に対する危機感がこれまで低かったことも一因と推察される。特に最も賃金上昇

の足を引っ張っている 30代後半～50代前半の大卒一般労働者の労働市場の流動性が低い背景には、同

じ会社で長く働くほど賃金や退職金等の面で恩恵を受けやすくなる日本的雇用慣行も影響していると

考えられる。 

以上を踏まえれば、日本の個人消費を本格的に回復させるべく必要な恒常所得を引き上げるために

は、対内直接投資の更なる促進等により外資参入に伴う賃上げ圧力を強めることや、減税や補助金等

も含めた転職支援の充実等の思い切った策が必要となってこよう。 

各種所定内給与と名目家計消費の関係（1994～2023年）

（出所）厚労省、内閣府
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